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平成２８年６月２７日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 詐害行為取消請求事件 

（口頭弁論終結日 平成２８年５月１６日） 

 

       判     決 

当事者の表示         別紙当事者目録記載のとおり 

 

       主     文 

１ Ａが被告に対して平成２６年４月２１日付けで別紙物件目録記載の各不動産

を目的物としてした代物弁済を取り消す。 

２ 被告は、別紙物件目録記載の各不動産について、別紙登記目録記載の所有権

移転登記の各抹消登記手続をせよ。 

 ３ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

       事     実 

第１ 当事者の求めた裁判 

 １ 請求の趣旨 

   主文同旨 

２ 請求の趣旨に対する答弁 

（１） 原告の請求をいずれも棄却する。 

（２） 訴訟費用は原告の負担とする。 

第２ 当事者の主張 

 １ 請求原因 

（１） 当事者等 

ア 原告は、国税の徴収を行うものである。なお、Ａ（登記簿上の氏名は

「Ａ」。以下「Ａ」という。）の納税地である美濃市を管轄する国税の徴
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収の所轄庁は、関税務署長となっている。 

イ Ａは、岐阜県美濃市在住で外構工事業を営んでいた。 

Ａは、平成２６年１２月●日に死亡した。 

ウ Ｂ（以下「Ｂ」という。）は、Ａの配偶者であり、Ｃ、被告及びＤは、

いずれもＡの子である。 

エ 被告以外のＡの法定相続人（Ｂ、Ｃ及びＤ）は、いずれもＡの相続に

ついて相続放棄の申述をした。 

（２） 被担保債権について 

原告は、Ａに対し、平成２６年４月２１日当時、次の租税債権合計５３

８万９６００円（以下「本件租税債権」という。）を有していた。 

ア 平成１８年分から平成２４年分の申告所得税の本税（別紙租税債権目

録記載５ないし７）、加算税（同１５ないし２１）及び延滞税（同１ない

し７） 

イ 平成２５年分の申告所得税及び復興特別所得税の本税及び延滞税（同

８） 

ウ 平成２０年１月１日から平成２５年１２月３１日までの課税期間に係

る消費税及び地方消費税の本税（同１４）、加算税（同２２ないし２６）

及び延滞税（同９ないし１４） 

（３）ア 被告は、Ａに対し、平成１２年６月から平成１８年８月２１日までの

間に、弁済期の定めなく、多額の金員を貸し付け、平成２６年４月２１

日当時の貸付残高は６３８万９７７２円であった（以下「本件貸金債務」

という）。 

イ Ａは、平成２６年４月２１日当時、別紙物件目録記載の各不動産（以

下あわせて「本件不動産」という。）を所有していた。 

ウ Ａは、被告との間で、平成２６年４月２１日、本件貸金債務の弁済に

代えて、本件不動産の所有権を移転するとの合意をした（以下「本件代
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物弁済契約」という。）。 

エ Ａは、被告に対し、同日、本件代物弁済契約に基づき、本件不動産に

ついて別紙登記目録記載のとおり（以下「本件登記」という。）所有権移

転登記手続をした。 

（４） Ａは、本件代物弁済契約当時、本件不動産以外に見るべき資産がなかっ

た、あるいはそれによって無資力となった。 

すなわち、平成２６年４月２１日当時、Ａは、本件不動産（時価額３２

５万２９８１円）以外に、預金２万４３８６円、売掛金債権１４４万５８

１６円及び車両等の保有資産２７３万８２４２円の合計７４６万１４２５

円の資産を有していた。他方、Ａは、本件貸金債務６３８万９７７２円、

買掛金債務５５万０３７６円、本件租税債権５３８万９６００円及び地方

税債務３９２万０５００円の合計１６２５万０２４８円の債務を負ってい

た。 

（５） Ａは、本件代物弁済契約の際、これによって他の債権者を害することを

知っていた。 

（６） よって、原告は、被告に対し、詐害行為取消権に基づき、本件不動産に

ついて、本件代物弁済契約の取消しと、これを原因とする本件登記の抹消

登記手続をすることを求める。 

２ 請求原因に対する認否 

（１） 請求原因（１）の内、エのＤが相続放棄をしたことは知らないが、その

余の事実はいずれも認める。 

（２） 同（２）は不知。 

（３） 同（３）の各事実はいずれも認める。 

（４） 同（４）は不知。 

（５） 同（５）は不知ないし争う。 
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理     由 

第１ 請求原因事実について 

１ 請求原因事実（１）について 

（１） 証拠（甲５の２）によれば、Ａの法定相続人（子）であるＤが、Ａの相

続について相続放棄の申述をしたことが認められる。 

（２） その余の請求原因事実（１）については、いずれも当事者間に争いがな

い。 

（３） よって、請求原因事実（１）は全て認められる。 

２ 同（２）について 

証拠（甲３、６）によれば、請求原因事実（２）のとおり認められる。 

３ 同（３）については、いずれも当事者間に争いがない。 

４ 同（４）について 

（１） 証拠（甲１２）によれば、Ａは、平成２６年４月２１日当時、その保有

する資産として、本件不動産（時価額３２５万２９８１円）以外に、預金

２万４３８６円、売掛金債権１４４万５８１６円及び車両等の保有資産２

７３万８２４２円の合計７４６万１４２５円を有していたことが認められ

る。 

（２） 他方、証拠（甲１２）によれば、Ａは、本件貸金債務６３８万９７７２

円、買掛金債務５５万０３７６円、本件租税債権５３８万９６００円及び

地方税債務３９２万０５００円の合計１６２５万０２４８円の債務を負っ

ていたことが認められる。 

（３） これらの状況に照らすと、Ａは、保有資産の倍額以上の債務を負担して

いたことになり、Ａは無資力であったことになる。よって、請求原因事実

（４）が認められる。 

５ 同（５）について 

（１） 次の事実は、当事者間に争いがないか、括弧内標記の証拠及び弁論の全
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趣旨によって認められる。 

ア Ａは、昭和５７年３月１５日、Ｅから５１０万円を借り入れ、同日、

Ｅに対し、同貸付債権を被担保債権として、本件不動産に抵当権を設定

したが、平成１９年３月１６日までの上記貸金の残債務の弁済により、

同抵当権は消滅した。（甲１０の１、１０の２、１３） 

イ Ａは、昭和５７年３月２０日、Ｆ株式会社との間で、住宅ローン保証

委託契約を締結し、同日、同社に対し、同委託契約に基づく求償債権を

被担保債権として、本件不動産に抵当権を設定したが、平成１４年１０

月１日までの上記求償金の残債務の弁済により、同抵当権は消滅した。

（甲１０の１、１０の２、１３） 

ウ Ａは、外構工事業を営み、ＢはＡの指示を受けて取引先に対する請求

書や領収書を作成したり、収支内訳書や確定申告書を作成したりするほ

か、Ａが管理していたＡ名義の預金口座から買掛金を支払ったりするな

ど、Ａの事業に従事していた。（甲９） 

エ Ａは、平成２５年１０月２４日から行われた関税務署調査担当者の税

務調査により、平成１８年から平成２４年までの７年間分の売上除外を

指摘された。（弁論の全趣旨） 

オ 被告は、平成２５年１０月ころから、Ａの事業の経理事務に従事する

ようになり、会計ソフトを使用するなどして、売上げの入力などを担当

していた。（争いなし） 

カ Ａは、平成２５年１２月４日、関税務署において、平成１８年分から

平成２０年分までの申告所得税の本税分として５０万円を納付した。（甲

３） 

キ Ａは、平成２５年１２月１８日、関税務署長に対し、平成１８年分か

ら平成２４年分までの申告所得税並びに平成２０年１月１日から平成２

４年１２月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の修正申
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告書ないし期限後申告書を提出した。（甲３） 

Ａは、上記提出に際し、上記申告に係る税金を一時に納付することは困

難であるとして、関税務署徴収担当者（以下「徴収担当者」という。）に

対し、毎月１０万円の分割納付を希望する旨を伝えた。徴収担当者は、Ａ

に対し、長期分割納付は認められないこと、金融機関からの借入及び担保

の提供を検討すること、平成２５年１２月２５日までに１００万円を納付

すること、納付計画を再検討し、平成２６年１月１７日までに再度来署す

ることを説明した。（甲３） 

ク Ａは、平成２５年１２月２７日、金融機関において、平成２０年１月

１日から平成２３年１２月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方

消費税の本税分として１００万円を納付した。（甲３） 

ケ Ａは、平成２６年１月１７日、徴収担当者に電話を掛け、滞納税金に

つき担保を提供し２年間で納付し終えたいが、担保物については検討中

であると言った。（甲３） 

また、Ａは、同月２１日、徴税担当者に電話を掛け、Ｇからの借入れが

できるかもしれないが確約はできない、本件不動産を納税の担保として提

供したいと言った。（甲３） 

コ Ａは、同年２月７日、関税務署において、平成２３年１月１日から平

成２４年１２月３１日までの課税期間に係る各消費税及び地方消費税の

本税分として３０万円を納付した。（甲３） 

Ａは、徴収担当者に対し、Ｇからの借入れが難しい状況にあると言った。

徴収担当者は、Ａに対し、本件不動産の概算評価額が平成２６年２月７日

現在の延滞税を含めた滞納税額を下回っていること、もっとも今後自主的

に納付を行った結果、本件不動産の概算評価額が滞納税額を上回れば担保

価値があることを説明した。 

サ Ａは、同年３月１０日、関税務署において、平成２０年分から平成２
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２年分までの申告所得税の本税分及び平成２４年１月１日から同年１２

月３１日までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の本税分として３

０万円を納付した。 

徴収担当者は、Ａに対し、平成２６年４月の自主納付額により本件不動

産の概算評価額が滞納税額を上回った場合は、換価の猶予に該当すると説

明した。（甲３） 

シ Ａは、同年３月１７日、関税務署長に対し、平成２５年分の申告所得

税及び復興特別所得税並びに平成２５年１月１日から同年１２月３１日

までの課税期間に係る消費税及び地方消費税の期限内申告書を提出した。 

（甲３） 

ス Ａは、平成２６年３月下旬ころに検査入院をしてがんとの診断を受け、

同年４月にＨ病院に転院した。（争いなし） 

被告は、Ｂを通じて上記診断を知り、上記入院後、週に一、二回程度、

Ａの見舞いに訪れていた。（争いなし） 

セ Ａの入院により外構工事業は休業状態となり、被告も経理事務から離

れることになった。（争いなし） 

被告は、Ａが入院したころ、Ａの未納国税が５００万円を超えていたこ

と、Ａの資産が本件不動産くらいしかなかったことを知っていた。（争い

なし） 

ソ 被告は、本件貸金の返済を強く求めたことはなかったが、平成２６年

４月初旬、Ａの見舞いに病室を訪れた際、Ａを励まそうと「貸付金が約

６００万円あり、早く元気になって働いて返して欲しい」と言った。Ａ

は、被告に多額の金銭を借りていることは認識しており、「何とかしなけ

ればならないと思っている。」と返答した。（争いなし） 

タ Ａは、その数日後、Ｂと被告が見舞いに訪れた際、被告に対し、本件

貸金を返済する現金はないが、本件不動産の所有権を移転することでそ
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の返済に代えたいと言ったところ、被告はこれに同意した。（争いなし） 

チ 被告とＢは、司法書士の事務所を訪問し、上記タの代物弁済について

相談をした。同司法書士は、平成２５年度の固定資産評価証明書記載の

価格である４２１万８８０１円を参考に、被告が申し出た貸付金残高６

３８万９７７２円の内、４１４万９０４３円の弁済に代えて本件不動産

の所有権を被告に移転する旨を内容とする代物弁済契約書を作成した。

（争いなし） 

ツ Ａは、平成２６年４月２１日、上記代物弁済契約書に署名押印し、被

告もこれに署名押印した。（争いなし） 

テ Ｂは、本件代物弁済契約後、被告に対して賃料を支払うことなく、本

件不動産に居住している。（争いなし） 

ト 本件貸金を含む被告のＡに対する貸付けについては、平成１３年１月

３日から平成１８年９月１６日までの間、その弁済として一部が支払わ

れていたが、以降の支払はない。なお、被告からＡに対し、貸金を返し

て欲しい程度のことは言ったことはあった。（争いなし、甲８） 

（２） 以上によれば、①Ａは、本件租税債権を含めて５００万円を超える納税

義務があることを認識しており、徴収担当者との間でその納付方法につい

て協議をし、複数回にわたって滞納税金の一部を納付していたが、さらに

金融機関からの借入れによって対応を検討したものの借入れを受けること

ができない状態にあったこと、②また、本件代物弁済契約の前において、

Ａは、滞納税金について、本件不動産を担保に供したいとの意向を示した

ものの、徴収担当者からは、滞納税金の残額に照らし、その価値が不十分

であるが、自主的に納税を続けることで換価猶予に至ることができること、

③他方、被告からの本件貸金については、本件代物弁済契約前の数年間に

わたって支払もされていないが、特に弁済を強く求められることもなく、

本件不動産をこの時期に代物弁済に供さなければならない事情はなかった
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ことが認められるところ、これらの事情に照らすと、Ａにおいて、担保に

供する意向を示した、あるいは原告によって換価されるおそれのある本件

不動産を、それらの話が出た時期に、敢えて所有権の移動をしなければな

らない事情もないのに、被告への代物弁済に供しているのであるから、Ａ

が債権者である原告を害する意思を有していたものと推認できる。 

（３） よって、請求原因事実（５）が認められる。 

６ 以上によれば、請求原因事実は全て認められる。 

第２ 結論 

以上の次第で、原告の本訴請求にはいずれも理由があるからこれを認容し、

訴訟費用の負担につき民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 

 

岐阜地方裁判所民事第２部 

裁判官   入江 克明 
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（別紙） 

当 事 者 目 録 

 

   原告         国 

   被告         Ｙ 

以上 

 


